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企業会計基準公開草案第 87号「後発事象に関する会計基準（案）」等 

に対する意見 

2 0 2 5年 ９ 月 1 1日 

日本公認会計士協会 

当協会は、このたび公表されました企業会計基準公開草案第87号「後発事象に関する

会計基準（案）」（以下「後発事象会計基準案」という。）等（以下、公開草案全体を

指して「本公開草案」という。）に対して、以下のとおり意見を申し上げます。 

質問１（後発事象の対象期間に関する基本的な取扱いに関する質問） 

「財務諸表の公表の承認日」までを後発事象の対象期間とする本公開草案の提案

に同意しますか。同意しない場合には、その理由をご記載ください。 

「財務諸表の公表の承認日」までを後発事象の対象期間とする本公開草案の提案に同

意する。 

質問２（会計監査人設置会社の計算書類等及び連結計算書類における後発事象の対象

期間に関する質問） 

会計監査人設置会社において作成される計算書類等及び連結計算書類における後

発事象の対象期間を確認日までとする本適用指針案の提案に同意しますか。同意し

ない場合には、その理由をご記載ください。 

会計監査人設置会社において作成される計算書類等及び連結計算書類における後発

事象の対象期間を確認日までとする企業会計基準適用指針公開草案第 87 号「後発事象

に関する会計基準の適用指針（案）」（以下「後発事象適用指針案」という。）の提案

に同意する。 

質問３（会計監査人設置会社における確認日後に生じた修正後発事象の取扱いに関す

る質問） 

本適用指針案の会計監査人設置会社における確認日後に生じた修正後発事象の取

扱いに関する提案に同意しますか。同意しない場合には、その理由をご記載くださ

い。  

また、後発事象に関する会計基準の公表後に会計監査人設置会社における確認日
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後に生じた修正後発事象の取扱いの見直しを行うことについて、ご意見があればご

記載ください。 

 

１．会計監査人設置会社における確認日後に生じた修正後発事象の取扱い 

【意 見】 

後発事象適用指針案の、会計監査人設置会社における確認日後に生じた修正後発事象

の取扱いに関する提案に基本的に同意する。 

ただし、会社法計算書類と連結計算書類の確認日が必ず同日になることを前提に監査

基準報告書 560実務指針第１号「後発事象に関する監査上の取扱い」（以下「監基報 560

実１」という。）の定めを一部修正して引き継ぐことには反対する。 

なお、金融商品取引法監査における個別財務諸表及び連結財務諸表に関する特例的な

取扱いに関して、当該取扱いの抜本的な見直しを行うか否かについては、後発事象に関

する会計基準の公表後に検討を行うこととされているが、当該検討が適時に実施される

ことを期待する。 

 

（理 由） 

後発事象適用指針案では、監基報 560実１に設けられていた金融商品取引法監査にお

ける連結財務諸表に関する特例的な取扱い（後発事象適用指針案 BC8 項(2)参照）に関

して、連結計算書類に関する確認日と連結財務諸表の公表の承認日との間に発生した修

正後発事象を対象とする方がより整合的な取扱いとなると考えられることや、現行実務

においては基本的に計算書類等と連結計算書類の監査報告書日が同一日付となってい

ること（2025年５月７日開催 第 546回企業会計基準委員会審議資料（2）-2参照）を

踏まえ、親会社の計算書類等ではなく、連結計算書類に関する確認日後、連結財務諸表

の公表の承認日までに発生した修正後発事象について開示後発事象に準じて取り扱う

ように見直しを行うことが提案されている（後発事象適用指針案 BC9項）。 

この点、現行実務においては計算書類等と連結計算書類の監査報告書日が同一日付に

収斂しているかもしれないが、まれであったとしても実際に監査報告書日が同一でない

ケースが生じたときには、現行の実務と差が出てしまう可能性がある。確かに、連結計

算書類に関する確認日後、連結財務諸表の公表の承認日までに発生した後発事象を対象

として特例を設ける方がより整合的な取扱いになることは理解しつつも、現行の取扱い

を変える必要性もないと考えられるため、監基報 560実１の定めをそのまま引き継ぐべ

きではないかと考えられる。 

なお、金融商品取引法監査における個別財務諸表及び連結財務諸表に関する特例的な

取扱いについては、国際的な会計基準と異なる取扱いとなっている。当該取扱いの抜本

的な見直しを行うか否かについては、後発事象に関する会計基準の公表後に検討を行う

こととされている（後発事象適用指針案 BC9項）が、この検討が適時に実施されること
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を期待する。その理由として、金融商品取引法監査の対象となる個別財務諸表及び連結

財務諸表に適用される後発事象に関する会計基準について、国際的な会計基準との整合

性を図ること、また、当該特例的な取扱いが、事業報告等と有価証券報告書の一体開示

の取組が進まないことの一因と考えられる、という意見があることなどが挙げられる。 

 

 

質問４（開示に関する質問） 

本会計基準案の開示に関する提案及び第一種中間財務諸表等における開示の提案

に同意しますか。同意しない場合には、その理由をご記載ください。 

 

２．第一種中間財務諸表等における財務諸表の公表の承認日等の注記 

【意 見】 

第一種中間財務諸表等においては、財務諸表の公表の承認日及び財務諸表の公表を承

認した機関又は個人の名称の注記については、開示に関して適時性に係るより強い制約

があることも踏まえ、後発事象会計基準案では開示を求めないことが提案されている。

この点、第一種中間財務諸表等の公表の承認日と公表日の間に差異がある場合、「その

間に生じた後発事象については非財務情報として開示することが考えられる」（企業会

計基準公開草案第 87号「後発事象に関する会計基準（案）」等の公表の別紙に示される

企業会計基準適用指針第 XX 号「期中財務諸表に関する会計基準の適用指針」の改正案

（以下「期中適用指針改正案」という。）BC25-2 項）とされていることを考慮すると、

財務諸表と財務諸表外の情報との関係が不明瞭になることから、第一種中間財務諸表等

においても、財務諸表の公表の承認日については、開示を求めることが適切ではないか

と考えられる。 

 

（理 由） 

本会計基準の公表による他の会計基準等についての修正案に関して、第一種中間財務

諸表等においては、財務諸表の公表の承認日及び財務諸表の公表を承認した機関又は個

人の名称の注記について、IFRS 会計基準において当該注記が求められていない中で、

開示に関して適時性に係るより強い制約があることも踏まえ、本会計基準案では開示を

求めないことが提案されている。しかしながら、IFRS会計基準とは異なる点として、第

一種中間財務諸表等の公表の承認日と公表日の間に差異がある場合、その間に生じた後

発事象については非財務情報として開示することが考えられることが、関連する会計基

準等の結論の背景に記載されている（期中適用指針改正案 BC25-2項参照）。 

この点、監基報 560実１では、監査対象となる後発事象は、監査報告書日までに発生

した後発事象であることが定められており、財務諸表における後発事象の対象期間は、

明確となっていた。一方、後発事象会計基準案では、後発事象とは、決算日後に発生し
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た企業の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に影響を及ぼす会計事象の

うち、財務諸表の公表の承認日までに発生した会計事象とされており、財務諸表の公表

の承認日について開示がなされない場合、財務諸表における後発事象の対象期間は明ら

かではない。ここで、第一種中間財務諸表等の公表の承認日と公表日の間に差異がある

場合、前述のとおり、「その間に生じた後発事象については非財務情報として開示する

ことが考えられる」とされていることを考慮すると、財務諸表と財務諸表外の情報との

関係が不明瞭となることから、第一種中間財務諸表等においても、財務諸表の公表の承

認日については、開示を求めることが適切ではないかと考えられる。 

 

 

３．第二種中間財務諸表等における取扱い 

【意 見】 

第二種中間財務諸表等における注記についても、「財務諸表の公表の承認日及び財務

諸表の公表を承認した機関又は個人の名称」を含む具体的な内容を明らかにすべきでは

ないかと考えられるため、ご検討いただきたい。 

 

（理 由） 

今回の後発事象会計基準案の開発に合わせて、第二種中間財務諸表等についても「中

間連結財務諸表等の作成基準」等が改正され、その公表の承認日までに発生した重要な

開示後発事象が注記の対象となる。 

しかしながら、具体的な注記事項については改正後の会計基準においても定めがなく、

特に「財務諸表の公表の承認日及び財務諸表の公表を承認した機関又は個人の名称」に

ついては記載の要否が論点になるとも考えられる。この点、開示に係る規則（「財務諸

表等の用語、様式及び作成方法に係る規則」等）に委ねることなく、具体的な注記事項

など、会計基準の中でその取扱い（後発事象会計基準案第８項、第９項参照）を明らか

にすべきではないかと考えられるため、ご検討いただきたい。 

 

 

質問５（適用時期等に関する質問） 

本公開草案の適用時期等に関する提案に同意しますか。同意しない場合には、そ

の理由をご記載ください。 

 

同意する。 
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質問６（その他） 

その他、本公開草案に関して、ご意見があればご記載ください。 

 

４．後発事象の定義と会計事象 

【意 見】 

後発事象の定義に含まれる「会計事象」という用語自体を定義する必要がないか、ご

検討いただきたい。 

 

（理 由） 

後発事象の定義は、今回の基準策定により、新たに「決算日後に発生した企業の財政

状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に影響を及ぼす会計事象のうち、財務諸

表の公表の承認日までに発生した会計事象をいう」と定義されることになった。しかし

ながら、我が国の会計基準の中で「会計事象」それ自体が定義されていないため、後発

事象の範囲に多様性が生じる可能性が否定できない。このため、そもそも「会計事象」

それ自体が会計基準の中で適切に定義付けられる必要がないか、ご検討いただきたい。 

 

 

５．修正後発事象の定義 

【意 見】 

「修正後発事象」の「修正」という表現について、その定義を踏まえたとき、このま

までよいか、検討する必要があるのではないかと考えられる。 

 

（理 由） 

単に重要な開示後発事象として注記するのみでなく、当期の財務諸表にその影響を反

映すべき後発事象については、「『修正』後発事象」として広く実務にも浸透している。

しかしながら、「修正」は誤謬の修正のイメージもあるため、その定義上においては「財

務諸表を修正する」ではなく、「当期の財務諸表にその影響を反映する」などとしなく

ともよいか、検討すべきではないかと考えられる。 

 

 

６．後発事象の発生時点の記載 

【意 見】 

後発事象会計基準案 BC27 項（1）及び（2）における後発事象の発生時点の記載につ

いて、実際の取引発生時も後発事象の「発生」となるような記載とすべく、整理が必要

ではないかと考えられる。 
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（理 由） 

後発事象会計基準案 BC27 項（1）及び（2）では、後発事象の発生時点について、そ

の事象の性質に応じて、各々「当該意思決定があったとき」や「当該合意等の成立又は

事実の公表があったとき」とされている。 

一方で、［設例 1］や事業分離等会計基準 56項の定めでは、決議（意思決定等）だけ

でなく、実際の取引実行も後発事象となっているように思われるが、上記の後発事象会

計基準案 BC27 項（1）及び（2）の記載と整合していないようにも読める。このため、

例えば、後発事象会計基準案 BC27 項（1）及び（2）の「発生」が「当初発生」である

ことが分かるようにするなど、一定の整理が必要と思われるため、ご検討いただきたい。 

この点、例えば、IAS 第 10号「後発事象」では、「修正を要しない後発事象」の例と

して「大規模な企業結合」「主要な子会社の処分」「資産の大規模な購入」「資産のその

他の処分」など（IAS10.22）、実際の取引実行も後発事象の「発生」とされているもの

と思料され、国際的な会計基準の定めと異なっていると考えられる。 

 

 

７．災害事故等の後発事象の発生時点の記載 

【意 見】 

後発事象会計基準案 BC27項（3）の「災害事故等のように企業の意思に関係のない会

計事象」の発生時点について、「当該会計事象の発生日又は当該会計事象を知ったとき」

とあるが、このような定めのみでよいか、再考が必要なように思われる。 

 

（理 由） 

監基報 560 実１の記載をそのまま引き継いだものではあるが、後発事象会計基準案

BC27項（3）では、「災害事故等のように企業の意思に関係のない会計事象」の発生時点

は「当該会計事象の発生日又は当該会計事象を知ったとき」とある。 

ここで、災害事故のような事象であれば、基本的に財務諸表の公表の承認日までに生

じた事象を注記することになると考えられるが、後発事象会計基準案 BC27項（3）の記

載を参照すると、何らかの事情により当該事象を発生日より後に知ったときに記載の対

象としなくともよいように解釈されるおそれがあると考えられる。この場合、承認日時

点で「知り得る」ものであったかどうかの判断基準を会計基準の中に設けるべきかどう

かなどの検討が必要ではないかと思われる。例えば、企業会計基準第 24 号「会計方針

の開示、会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」第８項の「遡及適用が実務上

不可能な場合」の定めのような基準を設けるべきではないかと思われ、開示の範囲に多

様性が生じないようにする観点から、ご検討いただきたい。 
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８．追加情報として開示すべきケース 

【意 見】 

後発事象会計基準案の［設例１］ケース（3）について、監基報 560 実１で言及され

ていた追加情報としての開示に関して、その取扱いが変わったと誤解されないための何

らかの追記等が必要ではないかと考えられるため、ご検討いただきたい。 

 

（理 由） 

後発事象会計基準案の［設例１］ケース（3）について、監基報 560 実１で言及され

ていた追加情報としての開示に係る記載が削除された上で、後発事象会計基準案へと引

き継がれている。2025年５月 21日開催の第 547回企業会計基準委員会の審議資料（4）

-3 にもあるとおり、確かに監査上の取扱いとの切り分けが難しいところではあるもの

の、後発事象会計基準案に検討の経緯などがまったく記載されていないと、監基報 560

実１の取扱いが変わったと誤解される可能性もあると考えられる。したがって、例えば、

結論の背景に記載を設けるなど、何らかの対応を行うことが考えられるため、ご検討い

ただきたい。 

 

 

９．１株当たり利益における株式併合等の影響の反映 

【意 見】 

企業会計基準第２号「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（以下「１株当たり

利益会計基準」という。）第 59-3 項の定めについて、今般の会計基準の開発に併せて、

整理が必要と考えられる。 

 

（理 由） 

１株当たり利益会計基準第 59-3項では、「いつの時点までに行われた株式併合又は株

式分割の影響を反映するかの判断については、開示後発事象の開示に関する現行の実務

に委ねられることとなる」とある。しかしながら、後発事象会計基準案において後発事

象の対象期間が明示されることになったため、その影響を同項の記載にも反映する必要

があると考えられる。 

   

 

10．四半期適用指針の修正 

【意 見】 

後発事象会計基準案における「本会計基準の公表による他の会計基準等についての修

正」のうち、企業会計基準適用指針第 14 号「四半期財務諸表に関する会計基準の適用

指針」の修正では、第 111項において「なお、レビュー報告書の提出日四半期財務諸表
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の公表の承認日と四半期財務諸表報告書の公表日の間に差がある場合、その間に生じた

後発事象については非財務情報として開示することが考えられる（第 78 項参照）。」と

修正案が示されている。 

このとき、以下の２点について、ご確認いただきたい。 

 

（1）「その間に生じた後発事象」とあるが、この「後発事象」との記載について、四半

期財務諸表の公表の承認日後に生じた事象であるため、「後発事象」の定義を満たし

ていないのではないかと思われ、例えば「会計事象」とするなど、修文をご検討いた

だきたい。 

（2）「非財務情報として開示」とあるが、「非財務情報」も定義されていない用語であ

るため、例えば「四半期財務諸表が含まれる書類において四半期財務諸表外の情報と

して開示」などとする必要がないか、ご検討いただきたい。 

 

 

質問７（補足文書（案）に関する質問） 

仮に日本公認会計士協会により監基報560実１が廃止された場合に、補足文書を公

表する提案に同意しますか。同意しない場合には、その理由をご記載ください。 

 

同意する。 

補足文書で引き継がれる内容（注記の例示）は実務で広く参考にされているため、関

係者にとって有用な情報であると考えられ、補足文書として公表いただく提案に感謝す

る。 

 

以  上  


